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答 申

諮問第７６号

第１ 審査会の結論

和歌山県知事（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立

ての対象となった海草振興局建設部に対する別紙に記載の公文書

開示請求（以下「本件開示請求」という。）について行った非開

示決定は、妥当である。

第２ 異議申立てに至る経過

１ 異議申立人は、和歌山県情報公開条例（平成１３年和歌山県条

例第２号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、

平成２４年１月６日付けで本件開示請求を行った。

２ 実施機関は、本件開示請求に対しては、「作成又は取得してい

ないため」との理由で対象公文書を保有していないとする非開示

決定（以下「本件処分」という。）を行い、平成２４年１月２３

日付け海建総第４０２号で異議申立人に通知した。

３ 異議申立人は、平成２４年３月１５日付けで行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服

として、実施機関に対し異議申立てを行った。

第３ 異議申立ての内容要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、「実質存在するから、処分を取り消し全

て開示せよ」というものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が、異議申立書、審査会における説明及び意見の陳

述によって、本件処分に関して主張する内容を要約すると、おお

むね次のとおりである。

(1) 不開示決定の理由は「作成又は取得していない」であるが、
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指示書は某振興局が全て情報提供している。ただ当該振興局

担当者には此所で情報提供されたとは他言しない約束であっ

た。和歌山県の対応は全てこうした無責任行為により為され

ていることは由々しき問題である。

(2) 情報公開審査会第５７号答申も開示をやり直せとしながら

実施機関の虚偽説明で７１１０号文書から理由書や判決書、

○○○○と他人の所有者名を記載した土地所在図を○○○○

他職員に隠匿させたことを見逃す答申を出させたのも、上述

の無責任行為によるものと思われる。

(3) 当初は海草振興局建設部にだけ開示請求を行っていたが、

県全部ならどうなのかということで、海草振興局建設部以外

の建設部に開示請求を行った。その際、用地対策課担当者が

各振興局建設部に一斉メールを送っていた。なぜ、こんな対

応をされるのか、暗号により指示があるのではないかと思っ

た。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が非開示決定通知書、異議申立てに対する理由説明書

及び審査会における説明並びに意見の陳述によって主張する内容

を要約すると、おおむね次のとおりである。

１ 本件処分について

本件開示請求の内容は、別紙のとおりであり、海草振興局建設

部における対象公文書を「平成２３年１０月７日付けで各建設部

宛に行政パソコンから送信された『○○氏の対応について』と題

する E-mail」（以下、「『○○氏の対応について』と題する E-mail」

を、本件メールとする。）は、その当時の用地対策課の職員が、

開示決定等期限延長通知書のサンプルを添付し、開示請求に対し

てはこのような対応をするというルールの説明を、電話連絡の代

わりに職員アドレスから送信したもので、公文書として扱われた

ものではないため、海草振興局建設部においても、同様に公文書

としての概念はない。よってプリントアウトせず、メール自体も
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破棄されており、特定された公文書は存在しないため、「作成又

は取得していないため」の理由により非開示決定を行った。

本件メールについては用地対策課から各建設部の担当者、課長

及びグループリーダー宛に一斉送信されたものである。条例第２

条第２項の公文書の定義の中に「公文書とは、･･･当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有してい

るものをいう。」とあり、本件メールについては、あくまで伝え

られる内容が事務的なもので、意思決定も働いていない。また、

組織的に用いるものとして当該実施機関が保有しているものとは

いえないため公文書として取り扱っていないとの判断で、非開示

とした。

２ 電子メールの取扱いの実情について

実施機関では、行政パソコンから送受信する電子メールについ

ては、平成１９年３月２８日策定の「電子メール等を活用した庁

内等文書事務の手引き」に従って、使用している。また、各職員

に割り当てられている職員アドレスに送信された場合、職場で共

有した方がいいと考える場合は、プリントアウトし、皆に配布し

たり、メール自体の保存も行っている。

第５ 審査会の判断

当審査会は、本件処分の当否につき審査した結果、次のとおり

判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その前文及び第１条で記されているように、県民の「知る

権利」を尊重し、県の機関の有するその諸活動を県民に「説明する責

務」が全うされるようにするとともに、県民の県政に対する理解と信

頼を深め、公正で民主的な開かれた県政を一層推進することを目的と

して制定されたものである。

したがって、当審査会は県民の公文書開示請求権を十分尊重すると

いう条例の趣旨に従い、関係条項を解釈し判断することとした。

２ 情報開示の対象となる公文書の要件と本件メールの公文書該当
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性及び本件メールに係る処分の妥当性について

(1) 情報開示の対象となる公文書の要件について

ア 情報開示の対象となる公文書については、条例第２条第

２項で「実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文

書、図画、写真、フィルム及び電磁的記録であって、当該

実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機

関が保有しているものをいう。」と定義している。

このことから、「実施機関の職員が職務上作成し、又は

取得した」（以下「要件①」という。）、「当該実施機関の職

員が組織的に用いる」（以下「要件②」という。）、「当該実

施機関が保有している」（以下「要件③」という。）の３点

について検討することが必要である。

イ まず、要件①についてであるが、およそ実施機関の業務

に関係するものとして作成又は取得したものであれば、要

件①に該当するものであると考えるべきである。

したがって、文書等の内容において、職務の遂行に直ち

に必要があるとはいえないものや、職務の遂行の結果や過

程を明らかにするものではないものも公文書になり得るし、

文書等の作成又は取得の経緯において、管理監督者の指示

があったものの他、他の部署の職員の指示、協力、補助と

いった関与があったものも公文書になり得るというべきで

ある。

ウ 次に、要件②については、作成又は取得に関与した職員

個人の段階のものではなく、組織としての共用文書の実質

を備えた状態、すなわち、当該実施機関の組織において業

務上必要なものとして、利用又は保存されている状態のも

のを意味しており、その判断は、文書の「作成又は取得の

状況」（以下「要件②－１」という。）、「利用の状況」（以

下「要件②－２」という。）、「保存又は廃棄の状況」（以下

「要件②－３」という。）などを総合的に考慮して実質的

な判断を行うことになると考えられる。
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エ 要件③とは、条例上、情報自体は開示対象ではなく、情

報開示にあたっては情報が公文書等によって保存されてい

ることが必要条件であって、事実として保存されている状

態にあるものは全て含まれるものとして考えるべきであり、

保存期間を過ぎた文書等であっても、廃棄等がなされてい

ないのであれば公文書になり得るというべきである。

(2) 本件開示請求の対象公文書（電子メール）の公文書該当性

及び本件メールに係る処分の妥当性について

ア 本件開示請求の内容は別紙のとおりであり、実施機関は、請

求対象を「平成２３年１０月７日付けで各建設部宛に行政

パソコンから送信された本件メール」と特定した。本件メ

ールは、異議申立人からの２件の公文書開示請求に対し、

各建設部から期限延長通知書の書式や記入方法がよく分か

らないとの電話連絡を受けたため、その当時の用地対策課

の職員が開示決定等期限延長通知書のサンプルを添付して

一斉送信したものである。

このメールが条例上の公文書に該当するかどうかを判断

するには、本件メールについて前述の要件①から③の３点

について検討することが必要である。

イ 要件①の状況については、用地対策課の開示請求の取扱

いに係る各振興局建設部に対する文書のため、職務上取得

したものと認められ、要件①に該当すると考えられる。

ウ 要件②の状況については、実施機関の主張によれば、手

引きの中の「庁内担当者間の電子メールの活用」の項目で

示された「所属間の軽易な照会（政策判断の伴わない単な

る事実報告のような決裁案件とならないもの）については、

電子メールを活用してください。」、「組織内で共用しない

限り、電話照会時のメモと同様に公文書に該当しませんの

で、保存する必要はありません。」との記載に従い、本件

メールを公文書と認識せずメモと判断し、電子メールの情

報を紙にプリントアウトせず、電子メール自体の削除を行
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ったとのことである。

本件における公文書への該当性の判断については、要件

②－１、要件②－２及び要件②－３を検討することとなる。

要件②－１は本件メールについては、直接的にも間接的に

も管理監督者の指示等はなく、職員が単独で作成したとの

ことであるが、ただし、専ら自己の職務の遂行の便宜のた

めにのみ利用する予定のものでもないと判断される。要件

②－２としては、本件メールを各振興局担当者等へ送信し

た情報提供のメモである旨主張するが、業務上有用な情報

提供として各振興局担当者に送っているものであり、この

ことから組織としての利用がされていると認められる。要

件②－３については、公文書としての認識はなかったため、

職員の判断で廃棄し、保存されていない。以上のことから、

総合的に考えると要件②に該当した可能性は否定できない。

エ 要件③の状況については、本件メールは庁外とのメール

の送受信の可能な外部メールを使っており、手引きによれ

ば、「外部メールの整理」という項目があり、各個人用フ

ォルダの容量は一定しかなく整理することが求められてお

り、電子メールについては、電子メールの利用者のみの判

断で削除できるようになっている。

今回は、本件メールを受信した職員が公文書として認識

せず、電子メールの情報を紙にプリントアウトしたり、電

子メール自体を職員共用の保存場所で保存処理していなか

ったため、廃棄され存在しないとする実施機関の説明は、

不合理で不自然とまではいえないと考えられるが故に、要

件③に該当しない。

オ 前述の要件①から③の状況から総合的に考えると、本件

メールは、公文書に該当した可能性は否定できないが、既

に存在しないため、実施機関が行った非開示決定は、妥当

である。

３ 結論
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以上の理由により、当審査会は、冒頭「第１ 審査会の結論」

のとおり判断する。

第６ 答申に至る経過

年 月 日 審査の経過

平成24年 3月29日 ○諮問（実施機関）

平成24年 4月23日 ○実施機関からの理由説明書を受理

平成25年 5月30日 ○審議

平成25年 6月14日 ○審議

平成26年 6月17日 ○審議

平成26年 7月29日 ○実施機関からの説明及び意見の聴取

平成26年 8月27日 ○異議申立人からの説明及び意見の聴取

平成26年 9月29日 ○審議

平成26年10月27日 ○審議

平成26年11月18日 ○審議

平成26年12月15日 ○審議
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【別紙】

本件開示請求の内容

請求日 請 求 内 容

平成 24 年 1 月 6 日 平成２３年１０月３日付○○○○が請求した平成１２年から平成２

３年までの公図訂正における費用支払事務に関する検査調書につい

て、東牟婁振興局を除く和歌山県全域振興局の費用支払請求書、支出

票、契約書等の開示請求に対し、別紙の通り「２件の開示請求につい

て、別添を参考に期限延長を行って下さい。日高建設部は１年延長す

るとのことです。開示する成果品は公図訂正に関する部分のみで対応

したいと思います。公図訂正以外の部は開示の必要はない」と指示書

他関連文書全部開示。但し東牟婁振興局以外全ての振興局建設部対象。


